
夫の家事・育児負担度が高いほど、妻の出産意欲が高い。

夫の家事・育児分担と妻の出産意欲
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資料： 国立社会保障・人口問題研究所「第3回全国家庭動向調査」（2005年）

（注）「夫の育児得点」は、「遊び相手をする」、「風呂に入れる」、「食事をさせる」、「寝かしつける」、「おむつを替える」の領域別に、「月1～2回」
（1点）、「週1～2回」（2点）、「週3～4回」（3点）、「毎日・毎回」（4点）、「やらない」（0点）とし、5領域の得点を合算したもの

現在子ども一人の夫婦の追加予定子ども数

39.5%

30.2%

27.8%

51.3%

58.0%

53.9%

9.2%

11.8%

18.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0～4

5～8

9～20

夫
の
育
児
得
点

平均追加予定子ども数 0.80人

0人 1人 2人以上

平均追加予定子ども数 0.85人

平均追加予定子ども数 1.04人

第一子出産時の妻の就業継続率

31.6%

36.3%

48.0%

68.4%

63.7%

52.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0～4

5～8

9～20

夫
の
育
児
得
点

退職した仕事を継続

夫の家事・育児分担と妻の出産意欲、就労継続

夫の育児得点が高いほど、追加子ども予定数が多く、また、第一子出産時の妻の就業継続率が高い。

夫の家事・育児分担と妻の出産意欲、就労継続
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夫の家事・育児時間が長いほど、第２子以降の出生割合が高い。

子どもがいる夫婦の夫の休日の家事・育児時間別にみたこの４年間の第２子以降の出生の状況

出典：厚生労働省「第５回２１世紀成年者縦断調査」（２００７年）

40.1

38.9

33.8

25.6

17.4

7.5

59.9

61.1

66.2

74.4

82.6

92.5

出生あり 29.4 出生なし 70.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

家事・育児時間なし

８時間以上

６～８時間未満

２時間未満

２～４時間未満

４～６時間未満

注:1)集計対象は、①または②に該当する同居夫婦である。ただし、妻の「出生前データ」が得られていない夫婦は除く。
   　①第１回から第５回まで双方から回答を得られている夫婦
   　②第１回に独身で第４回までの間に結婚し、結婚後第５回まで双方から回答を得られている夫婦
   2)家事・育児時間は、「出生あり」は出生前の、「出生なし」は第４回の状況である。
   3)４年間で２人以上の出生ありの場合は、末子について計上している。
   4)総数には、家事・育児時間不詳を含む。
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夫の家事・育児時間が長いほど、第１子出産後の妻の就業継続割合が高い。

注１：集計対象は、①または②に該当し、かつ③に該当するこの４年間に子どもが生まれた夫婦である。
①第１回から第５回まで双方から回答を得られている夫婦
②第１回に独身で第４回までの間に結婚し、結婚後第５回まで双方から回答を得られている夫婦
③出産前に妻が仕事ありであった夫婦

注２：総数には、家事・育児時間不詳を含む。

子どもがいる夫婦の夫の休日の家事・育児時間別にみた妻の就業継続の有無

出典：厚生労働省「第５回２１世紀成年者縦断調査」（２００７年）

第１子出産

 56.3

 45.0

 38.5

 30.0

 6.3  37.5

 52.5

 54.2

 65.0

 2.5

 2.1

転職  2.3

 離職 53.4

 5.2

 5.0

 不詳

 3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同一就業継続 40.9

家事・育児時間なし

２時間未満

２～４時間未満

４時間以上

総数
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日本人男性の家事・育児時間は、非常に短い。

６歳未満児のいる男女の育児、家事関連時間(週全体）

父親の子育て の優先度

12.5

10.3

52.7

19.8

25.9

51.6

7.3

15.9

1.4

0.4

1.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現実

希望

仕事等自分の活動に専念 どちらかと言えば仕事等が優先

仕事等と家事・育児を同等に重視 どちらかと言えば家事・育児が優先

家事や育児に専念 無回答

(n =1,765)

未就学児の父親は、子育てと仕事を同
様に重視したいと希望しているが、現実
には仕事を優先。

出典：ＵＦＪ総合研究所「子育て支援策等に関す
る調査研究報告書」（平成１５年）

男　性

0:33

1:05

1:00

0:40

0:59

1:07

1:13 3:12

3:21

3:00

2:30

2:46

3:13

1:00

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00

日  本

(2006)

アメリカ

(2006)

イギリス

(2000-2001)

フランス

(1998-1999)

ドイツ

(2001-2002)

スウェーデン

(2000-2001)

ノルウェー

(2000-2001)

うち育児 家事関連時間全体

女　性

3:09

2:18

2:22

1:57

2:18

2:10

2:17

7:27

6:10

6:09

5:49

6:11

5:29

5:26

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00

日  本

(2006)

アメリカ

(2006)

イギリス

(2000-2001)

フランス

(1998-1999)

ドイツ

(2001-2002)

スウェーデン

(2000-2001)

ノルウェー

(2000-2001)

うち育児 家事関連時間全体

出典：Eurostat “How Europeans Spend Their Time Everyday Life of Women and Men”
（２００４）、Bureau of Labor Statistics of the U.S. ”America Time-Use Survey 
Summary”（２００６）、総務省「社会生活基本調査」（平成１８年）

注：各国調査で行われた調査から、家事関連時間（日本：「家事」、「介護・看護」、「育児」、
「買い物」の合計、アメリカ：”Household activities”,”Purchasing goods and 
services”,”Caring for and helping household members”,”Caring for and helping non-
household members”の合計、欧州：”Domestic Work”）と、その中の育児（Childcare）
の時間を比較した。

父親の家事・育児時間等

調査対象：未就学児を持つ父親
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ワーク・ライフ・バランスの希望と現実

３割近くの男性が「仕事」・「家庭生活」・「地域・個人の生活」をともに優先させたいと希望しているにもかかわら
ず、現実には６割以上の人が仕事を優先せざるを得ない状況。

出典：内閣府「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する意識調査」（平成２０年）

注１：調査対象は全国２０歳以上６０歳未満の男女２，５００人
注２：調査方法は調査会社の登録モニターに対するインターネット調査

「仕事」を優先

「家庭生活」を優先

「地域・個人の生活」を優先

「仕事」と「家庭生活」を

ともに優先

「仕事」と「地域・個人の生活」を

ともに優先

「家庭生活」と

「地域・個人の生活」を

ともに優先

「仕事」と「家庭生活」と

「地域・個人の生活」をともに優先

わからない
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子育てをしている女性の負担感は、専業主婦家庭等の方が高い。

45.3

29.1

31.8

43.4

22.9

27.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

片方のみ就労等（Ｎ ＝２２３）

共働き（Ｎ ＝２４４）

負担感大 負担感中 負担感小

注：調査対象は「０～１５歳の子どもを持つ女性」 出典：（財）こども未来財団「子育てに関する意識調査」（平成１２年度）

子育てをしている女性の負担感
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24.2

10.1

69.6

2.9

0.8

8.6

20.5

17.8

16.5

9.2

33.3

25.2

6.9

59.8

68.8

1.0

0.5

16.5

15.2

26.7

30.1

19.8

4.2

67.2

1.9

0.6

12.5

17.8

21

21.6

9.6

31.7

22.5

5.5

64.7

68

特にない

その他

不妊に対する 社会一般の理解

妊婦への社会一般の気づかい

産後に家事・育児を 支援してくれる サービ ス

お産の際に上の子を 保育してくれる サービ ス

ど こで、ど のよ うな出産を する かについて妊婦が自己決定できる こと

医師や助産師等からの説明が十分にある こと

お産のことに関する 相談相手がいる こと、相談先がある こと

夫やパートナーの出産への立ち 会い

夫やパートナーの家事や育児への参加

夫やパートナーのいたわり、気づかい

全体（Ｎ＝１２４４）

女性（Ｎ＝６２５）

男性（Ｎ＝６１９）

妊娠や出産に関して重要なのは、夫の気遣いと、家事や育児への参加との声が多い。

妊娠や出産に関して重要と思われること

注：調査対象は「子育て層（高校生までの子どもを持つ男女）」 出典：（財）こども未来財団「子育てに関する意識調査」（平成１５年度）
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育児休業制度や短時間勤務制度を利用したいという男性は３割を超える。

両立支援制度の利用意向（従業員調査）
 （％）
 
 全体 子どもあり 全体 子どもあり

調査数（ｎ） 1553 1104 752 589 801 515
育児休業制度 50.9 50.0 31.8 33.1 68.9 69.3
育児のための短時間勤務制度 48.9 48.8 34.6 35.1 62.3 64.5

男性 女性全体 子ども
あり

注：育児休業制度については「利用したいと思う」、育児のための短時間勤務制度については「現在利用している」・「利用したいと思う」を合わせた割合。

制度を利用したい理由（従業員調査）

 
72.6

68.6

29.2

24.7

15.4

14.4

46.0

79.1

20.5

21.3

2.1

7.9

84.1

64.1

33.0

26.1

21.2

17.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもが小さいうちは、
自分で育てたいから

子どもが小さいうちは、
育児が大変だから

法律で認められた権利だから

保育園、両親等に預けられる時間が
限られており、休まざるを得ないから

休業期間中には、雇用保険から
給付金が支給されるから

保育園に入れず、
休まざるを得ないから

計(n=791)

男性(n=239)

女性(n=552)

 
71.8

62.5

17.9

16.1

12.1

72.7

55.8

12.7

7.7

10.0

71.3

65.9

20.6

20.4

13.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勤務時間が短縮できる分、
子どもと一緒にいられる時間が

増えるから

保育園、学童クラブ、両親等に
預けられる時間が限られているから

勤務時間の短縮分の賃金が減額される
ことで、早く帰宅することに対して周囲の
同僚等の理解を得やすくなると思うから

勤務時間が短いため、体力の消耗が
少ないから

短時間勤務制度を利用すれば、
急な残業等を命じられることがなくなるから

計(n=759)

男性(n=260)

女性(n=499)

注１：各制度を「利用したいと思う」と回答した従業員について。
注２：複数回答。「その他」、「わからない」、「無回答」は表示していない。

【育児休業制度】 【育児のための短時間勤務制度】

両立支援制度の利用意向等

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（平成２０年）
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